
－ 278 －

下 水 道 事 業 会 計



第１款　下水道事業費用

－ 279 －

千円第１款　下水道事業収益 111,845

　第１項　営  業  収　益

　第３項　予　　備　　費

千円

7,303 千円

　第１項　営  業  費  用 103,542

　第２項　営 業 外 費 用

111,845

1,000 千円

千円

支　　　　出

千円16,619

　第２項　営 業 外 収 益 95,226 千円

 議案第７６号

         令和８年度 南三陸町下水道事業会計予算
（総　則）

（収益的収入及び支出）

（業務の予定量）

 第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

収　　　　入

 第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

 第１条　令和８年度南三陸町の下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

78,100千円

（１）排 水 件 数

（２）

（３）

（４）

年 間 総 処 理 水 量

１ 日 平 均 処 理 水 量

主要な建設改良事業

199㎥

　　歌津浄化センター更新工事

332件

72,700㎥



（債務負担行為）

  第５条　債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

令和８年度から令和１３年度まで 　 　60,000千円

事項

下水道事業業務委託

期間 限度額

  第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額
　　10,145千円は過年度分損益勘定留保資金10,145千円で補てんするものとする。）。

千円

千円

他会計補助金

第２項 出 資 金 6,500

79,600 千円

千円

千円

第１項 企 業 債 30,000

（資本的収入及び支出）
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収　　　　入
第１款　資本的収入 121,612

千円

39,334 千円第３項

2,823他会計負担金

支　　　　出
第１款　資本的支出 131,757 千円

第５項 国庫（県）補助金 42,955 千円

第４項

第１項 建 設 改 良 費

52,157第２項 企業債償還金



　　　（他会計からの補助金）

限度額

30,000千円

　令和８年３月３日提出

 第１０条　下水道事業に助成するため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、82,257千円である。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）
 第８条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

  （１） 収益的支出　第１款下水道事業費用のうち、第１項営業費用、第２項営業外費用にかかる予算額に過不足

　　　 を生じた場合における項間の流用。

  （１） 職員給与費　　　　　13,901千円

 第９条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費を

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

　（他会計からの補助金）

 　その経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

借入先の融資条件によ
る。ただし、企業財政そ
の他の都合により据置期
間及び償還期限を短縮
し、又は繰上償還若しく
は低利に借換えることが
できる。

 第７条　一時借入金の限度額は、100,000千円と定める。
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５．０％以内
（ただし、利率見直し
方式で借入れる資金に
ついて、利率の見直し
を行った後において
は、当該見直し後の利
率）

浄化センター更新事業

利率 償還の方法

証書借入

南三陸町長　千　葉　　啓

起債の方法

（一時借入金）

（企業債）

 第６条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

起債の目的
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下 水 道 事 業 会 計 予 算 に 関 す る 説 明 書



1６
消費税及び地方消費
税 還 付 金

５ 雑 収 益 1

1 下 水 道 事 業 収 益

１

141

262２

２ そ の 他 営 業 収 益

受取利息及び配当金

分 担 金

95,226

　令和８年度 南三陸町下水道事業会計予算実施計画

（１）収益的収入及び支出

目

（　単位：千円　）

１

款 項 予 定 額 備　　　　考

（　収　　入　）

営 業 収 益 16,619

111,845

下 水 道 使 用 料

３ 他 会 計 補 助 金 42,923

４ 長 期 前 受 金 戻 入 52,038
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16,478

1

２ 営 業 外 収 益　　　　１　給　水　収　益　　　  

１



1,000１ 予 備 費

３ 予 備 費

5,803

２
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

1,000

1,500

備　　　　考

（　単位：千円　）

１
支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

7,303

11,760

減 価 償 却 費 69,224

３ 業 務 費 989

項 目 予 定 額

111,845 １ 

款

下 水 道 事 業 費 用

（　支　　出　）

２ 営 業 外 費 用

15,124

6,445

１ 営 業 費 用

１ 管 渠 費

103,542
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２ 処 理 場 費

４ 総 係 費

５



１ 国 庫 補 助 金

１ 他 会 計 補 助 金

企 業 債

１ 出 資 金

１ 他 会 計 負 担 金

121,612

2,823

2,823

42,955

42,955

39,334

39,334

6,500

（　単位：千円　）

備　　　　考

１ 企 業 債

１

（２）資本的収入及び支出

５ 国庫（県）補助金

款

（　収　　入　）

項 目 予 定 額

下水道資本的収入

４ 他 会 計 負 担 金

３ 他 会 計 補 助 金
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１

30,000

30,000

２ 出 資 金 6,500



２ そ の 他 企 業 債 2,823

２ 処 理 施 設 整 備 費 78,100

49,334

２ 企 業 債 償 還 金

1,500

１
建設改良に充てるた
め の 企 業 債

１ 管 渠 整 備 費

79,600

52,157

備　　　　考

（　単位：千円　）

131,757

（　支　　出　）

款 項 目 予 定 額

１ 下水道資本的支出
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１ 建 設 改 良 費



（単位：千円）

　資金の期首残高 62,119
　資金の期末残高 70,160

　資金の増加額　（△は減少額） 8,041

　   一般会計からの出資による収入 6,500
　   財務活動によるキャッシュ・フロー △ 15,657

３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

30,000
△ 52,157

　   企業債による収入
　   企業債の償還による支出

　   一般会計補助金の収入 42,157

　   投資活動によるキャッシュ・フロー 5,512

　   有形固定資産の取得による支出（△） △ 79,600
　   国庫補助金等の収入 42,955

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

　  未払金の増減額      （△は減少） 0
　  小計 23,988

　  業務活動によるキャッシュ・フロー 18,186

　  利息及び配当金受取額
　  利息の支払額

1
△ 5,803

　　特定収入消費税調整額 0

△ 52,038
　  受取利息及び受取配当金（△は増加） △ 1
　  支払利息 5,803
　  未収金の増減額      （△は増加） 0
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　　 一般会計負担金の収入 0

　  減価償却費 69,224

　　　　　　　　　令和８年度南三陸町下水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（令和８年４月１日から令和９年３月３１日まで）

１ 業務活動によるキャッシュ・フロー
　  当年度純利益 1,000

　  長期前受金戻入額



2,200 587 13,901

561 12,952

資本勘定支弁職員 0 0

勤勉手当
災害派遣

手当 備　　考
（千円）

949

12,952

（千円） （千円）

2,200 561

（千円） （千円）

0 0

2,200 587

給 与 費 明 細 書

区　分
職員数

（人）

給　　　与　　　費 法定福利費

（千円）

退職手当組合
負担金

（千円）

合　　　計

（千円）
給　　料
（千円）

手　　当
（千円）

計
（千円）

１　総　括（会計年度任用職員以外の職員）

0

0

合計 2 7,420

13,901

0

損益勘定支弁職員

0 156

（千円）

0 0 0

208

期末手当

0 0 0

923

26

0 26

949

本
年
度

損益勘定支弁職員 2 7,720 3,394 11,114

合計 2 7,720 3,394 11,114

資本勘定支弁職員 0 0 0 0

前
年
度

2 7,420 3,220 10,191

資本勘定支弁職員 0 0 0 0
比
　
較

損益勘定支弁職員

合計

（千円）（千円）

0 18 36 0

2,200

3,220 10,191

0 300 174 923 0

（千円）

0 300 174

休日手当

手当の
内　訳

区　分
管理職手当 扶養手当 通勤手当 住居手当

時間外勤務
手当

0 350 0

前年度 0 138 172 0 350 50 1,330 1,040 0

本年度 1,410 1,10050

－ 288 －

0比　較 0 0 80 60



定期昇給に伴う増

年間4.6月→4.65月

人事異動等に伴う増減

備　考

そ の 他 の 増 減 分 △ 6

制 度 改 正 に 伴 う 増 減 分 112

給 与 改 定 に 伴 う 増 減 分 249

普 通 昇 給 に 伴 う 増 加 分 57給　　料 300

給与改定に伴う増 令和８年２月改定

人事異動等に伴う増減

手　　当 174
期末・勤勉手当率の引上げに伴う増

そ の 他 の 増 減 分 62

２　給料及び手当の増減額の明細

区　　分 増減額（千円） 増減事由別内訳（千円） 説　　　明
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円 232,000 円 － 円

－ 290 －

大　学　卒 232,000 円 －

（２）　初任給

区　分 行　政　職 単純労務職
一 般 会 計 の 制 度

備   考

行　政　職 単純労務職

高　校　卒 200,300 円 － 円 200,300 円 198,200 円

令 和 ８ 年 １ 月 １ 日 現 在

平 均 給 料 月 額 321,050 円 － 円

平 均 給 与 月 額 333,900 円 － 円

平 均 年 齢 56.0 歳 － 歳

令 和 ７ 年 １ 月 １ 日 現 在

平 均 給 料 月 額 308,150 円 － 円

平 均 給 与 月 額 320,250 円 － 円

平 均 年 齢 55.0 歳 － 歳

３　給料及び手当の状況

（１）　職員一人当たり給与

区　　　　　　分 行　　政　　職 労　　務　　職



※（　）内は短時間再任用職員であり、外書きである。

１ 級

主事・技師

単 純 労 務 職

一 般 行 政 職 ― 所長 所長補佐等 所長補佐等 係長・主査等 主事・技師

２ 級

１ 級

計 計2 100.0

（　　　　）

（　　　　） （　　　　） （　　　　） （　　　　）

２ 級

１ 級

計 計

令和７年１月１日現在

７ 級 ４ 級

６ 級 ３ 級

５ 級 ２ 級

４ 級 １ 級

３ 級

区　　分
一般行政職員 単純労働職

備　考
級 級

令和８年１月１日現在

７ 級 ４ 級

６ 級 ３ 級

５ 級 ２ 級

４ 級 １ 級

３ 級
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（３）級別職員数

（　　　　）
1

1

（　　　　）
50.0

50.0

（　　　　）

（　　　　）

2 100.0
（　　　　） （　　　　）

（　　　　）
 

（　　　　） （　　　　） （　　　　） （　　　　）

（　　　　） （　　　　） （　　　　） （　　　　）

　（級別標準的な職務内容）

区　　分 ７ 級 ６ 級 ５ 級 ４ 級 ３ 級 ２ 級

（　　　　） （　　　　） （　　　　） （　　　　）

（　　　　） （　　　　）
  

（　　　　） （　　　　）

（　　　　） （　　　　）

（　　　　） （　　　　）
1 50.0

（　　　　）

（　　　　）

（　　　　） （　　　　） （　　　　） （　　　　）

（　　　　） （　　　　）

（　　　　）

1 50.0

（　　　　） （　　　　） （　　　　） （　　　　）

職員数（人） 構成比（％） 職員数（人） 構成比（％）

（　　　　） （　　　　） （　　　　） （　　　　）

（　　　　） （　　　　） （　　　　） （　　　　）



－ 292 －

一般会計の制度
（支給率等）

24.586875 33.27075 47.709 47.709 　
（１年当たり　２％）

（６）その他の手当

区　　分 一般会計の制度との異同 差　　異　　の　　内　　容

定年前早期退職特例措置

扶　養　手　当 同

住　居　手　当 同

通　勤　手　当 同

最高限度
（月分）

その他の加算措置等 備　考

支 給 率 等 24.586875 33.27075 47.709 47.709 一般会計の制度に同じ 　

　職制上の段階、職務の級等による加算措置有

一般会計の制度 　職制上の段階、職務の級等による加算措置有
2.325 2.325 4.65

（５）定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

区　　分
20年勤続の者

（月分）
25年勤続の者

（月分）

2.325 2.325 4.65
（　1.20　） （　1.20　） （　2.40　）

2.3 2.3 4.6
（　1.225　） （　1.225　） （　2.45　）

前　年　度

35年勤続の者
（月分）

６月（月分） １２月（月分）
（　1.225　） （　1.225　） （　2.45　）

区　　分
支給期別支給率 支給率計

（月分）
備　　考

本　年　度 　職制上の段階、職務の級等による加算措置有

（４）期末手当・勤勉手当

※（　）内は再任用職員の支給率



（単位：千円）

債務負担行為に関する調書

事     項 限 度 額

前 年 度 末 ま で の 支 払
義 務 発 生 （ 見 込 ） 額

当 該 年 度 以 降 の 支
払 義 務 発 生 予 定 額

左　の　財　源　内　訳

国庫補助金 企 業 債
一般会計
補助金等

一般財源
金　額 期　　間 金　額

－ 293 －

28,211  下水道事業業務委託 69,000
令和３年度から
令和７年度まで

40,789  令和８年度 28,211

期　　間



1
(１) 有形固定資産

イ

ロ

ハ

ニ

ホ

(２) 無形固定資産

イ

２

(１)

(２)

(３)

(４)

未 収 金 1,636

73,046

2,020,712

無形固定資産合計 144

1,947,666固 定 資 産 合 計

流　動　資　産

電 話 加 入 権 144

建 設 仮 勘 定 125,849

有形固定資産合計 1,947,522

機 械 及 び 装 置 347,193

減価償却累計額 △ 78,481 268,712

構 築 物 1,615,679

減価償却累計額 △ 174,016 1,441,663

令和８年度南三陸町下水道事業予定貸借対照表

（令和９年３月３１日）

（単位：千円）

資　　産　　の　　部
固　定　資　産

土 地 13,621

建 物 111,954

減価償却累計額 △ 14,277 97,677

前 払 金

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

－ 294 －

70,160

1,112

現 金 預 金

その他流動資産 138



３
(１)

イ

ロ

４

(１)
イ

ロ

(２)
(３)

５

６
(１)

７

(１)
イ
ロ
ハ
ニ

(２)
イ 当年度未処理欠損金

未 払 金 △ 1,821 

他 会 計 補 助 金 38,388

国 庫 補 助 金 2,043
受 益 者 分 担 金 144

△ 9,843 

△ 9,843 欠 損 金 合 計
32,165

資 本 合 計 160,198
剰 余 金 合 計

負 債 資 本 合 計 2,020,712

42,008

利 益 剰 余 金
資本剰余金合計

資 本 剰 余 金

他 会 計 負 担 金 1,433

128,033資 本 金 合 計
剰　　余　　金

資　　本　　の　　部

自 己 資 本 金 128,033
資　　本　　金

収 益 化累 計額 △ 202,813 
繰 延 収 益 合 計 1,533,061
負 債 合 計 1,860,514

△ 52,159 企 業 債 合 計

1,229

固 定 負 債 合 計

その他流動負債

380,204

企 業 債
建設改良費等の財源に
充てるための企業債 377,383
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負　　債　　の　　部
固　定　負　債

その他企業債 2,821

建設改良費等の財源に
充てるための企業債 △ 49,336 
その他企業債 △ 2,823 

企 業 債

流　動　負　債

1,735,874

流 動 負 債 合 計 △ 52,751 

長 期 前 受 金

繰　延　収　益



注記事項
Ⅰ　重要な会計方針に係る事項に関する注記
　令和5年度より、地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成している。
　１　固定資産の減価償却の方法
　（１）有形固定資産
　　　　・減価償却の方法　定額法による。
　　　　・主な耐用年数　　建物　　　　　　　２０～２９年
　　　　　　　　　　　　　構造物　　　　　　１７～４８年
　　　　　　　　　　　　　機械及び装置　　　　０～２０年
　（２）無形固定資産
　　　　・減価償却の方法　定額法による。
　２　引当金の計上方法
　（１）退職給付引当金
　　　　・職員の退職手当は、一般会計がその全部を負担することとなっているため、退職給付引当金は計上していない。
　（２）賞与引当金及び法定福利費引当金
　　　　・職員の賞与及び法定福利費は、一般会計がその全部を負担することとなっているため、賞与引当金及び法定福利費引当金
　　　　は計上していない。

　３　消費税及び地方消費税の会計処理
　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式による。

Ⅱ　予定貸借対照表等関連に関する注記
　１　企業債の償還に係る他会計の負担
　　　　貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものも含む）のうち、
　　　一般会計が負担すると見込まれる額は45,137千円である。

Ⅲ　セグメント情報に関する注記
　１　報告セグメントの概要
　　南三陸町下水道事業会計は、特定環境保全公共下水道事業、漁業集落排水事業を運営しており、各事業で運営方針等を決定して
　いることから、特定環境保全公共下水道事業、漁業集落排水事業の2つを報告セグメントとしている。　
　　なお、各報告セグメントに属する事業の内容及び財源情報の内訳は以下のとおりである。

・セグメント区分は、南三陸町下水道事業会計規則（令和５年度南三陸町規則第４号）第７６条の規定による。
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セグメント区分 事業の内容
公共下水道事業区域における汚水の排除、汚水の処理
漁業集落排水事業区域における汚水の排除、汚水の処理

特定環境保全公共下水道（歌津浄化センター）
漁業集落排水（袖浜浄化センター）



　２　報告セグメントごとの営業収益、営業費用、営業損益金額、経常損益金額、資産、負債、その他の項目の金額
　　当年度（自：令和8年4月1日　至：令和9年3月31日）

（単位：千円）

調整額 合計

営業収益 16,619
営業費用 103,542
営業損益 △ 86,923
経常損益 1,000
セグメント資産 2,020,712
セグメント負債 2,020,712
その他の項目

使用料収入 16,478
減価償却費 69,224
有形固定資産及び
無形固定資産の増加額

10,376

△ 189
1,904,740

115,972

1,784
7,360

1,904,740

1,189
115,972

14,694
61,864

17,236 △ 6,860
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特定環境保全公共下水道
（歌津浄化センター）

漁業集落排水
（袖浜浄化センター）

14,835
90,593

△ 75,758

1,784
12,949

△ 11,165



１ 営　業　収　益

(１)

(２)

２ 営　業　費　用

(１)

(２)

(３)

(４)

(５)

３ 営 業 外 収 益

(１)

(２)

(３)

(４)

(５)

４ 営 業 外 費 用

(１)

(２)
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当年度純利益 1,422

経 常 利 益 1,422

分 担 金

他会計補助金

消費税及び地方消費税

長期前受金戻入 51,908

50,063

支 払 利 息

26

雑 収 益

94,4851,500 7,579

6,079

0 102,064

令和７年度南三陸町下水道事業予定損益計算書

（令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで）

下水道使用料

その他営業収益 100

（単位：千円）

15,383

15,283

減 価 償 却 費

67受取利息及び配当金

営 業 損 失

17,209

68,347 108,446

総 係 費

管 渠 費

処 理 場 費 15,960

業 務 費 929

6,001

93,063



1

(１) 有形固定資産

イ

ロ

ハ

ニ

ホ

(２) 無形固定資産

イ

２

(１)

(２)

(３)

(４)

流　動　資　産

固　定　資　産

62,119

2,002,295

138

65,005

144

1,937,290

144

△ 10,707 101,247

1,615,679

電 話 加 入 権

無形固定資産合計

現 金 預 金

前 払 金

建 物

減価償却累計額

機 械 及 び 装 置

減価償却累計額
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令和７年度南三陸町下水道事業予定貸借対照表

（令和８年３月３１日）

固 定 資 産 合 計

13,621

（単位：千円）

建 設 仮 勘 定

有形固定資産合計

資　　産　　の　　部

土 地

111,954

1,937,146

347,193

△ 56,332 290,861

△ 130,511 1,485,168

構 築 物

減価償却累計額

46,249

1,636

1,112

未 収 金

その他流動資産

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計



３

(１)
イ

ロ その他企業債

４

(１)
イ

ロ

(２)
(３)

５

６
(１)

７

(１)
イ
ロ
ハ
ニ

ホ 当年度未処理欠損金

固　定　負　債

流　動　負　債

充てるための企業債

負　　債　　の　　部

企 業 債

350,204

建設改良費等の財源に

建設改良費等の財源に

資 本 金 合 計

資　　本　　の　　部
負 債 合 計

121,533
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負 債 資 本 合 計 2,002,295

42,009資本剰余金合計

資 本 合 計 152,699
剰 余 金 合 計 31,166

△ 10,843 
利益余剰金合計 △ 10,843 

1,229

△ 150,775 

△ 594 

2,044
144

1,433

資 本 剰 余 金

他 会 計 補 助 金 38,388

国庫（県）補助
受 益 者 分 担 金

剰　　余　　金

他 会 計 負 担 金

長 期 前 受 金 1,650,761

121,533

1,849,596
1,499,986

自 己 資 本 金

収 益 化累 計額
繰 延 収 益 合 計

繰　延　収　益

資　　本　　金

企 業 債 合 計 △ 2 

347,383
2,821

企 業 債

固 定 負 債 合 計

充てるための企業債 △ 2 
その他企業債

その他流動負債
流 動 負 債 合 計

0

△ 1,821 未 払 金



1

1

95,226

262  受益者分担金

税 還 付 金

52,038

42,923

分 担 金

下水道事業会計予算事項別明細書

１ 下水道使用料

２ その他営業収益

１ 受 取 利 息

２ 営業外収益

1

14,694

1,784

141

（１）収益的収入及び支出

３

長 期 前 受 金

他会計補助金 42,923

  　

手 数 料

預 金 利 息

分 担 金

　

６ 消費税及び地方

戻 入

２ 262

52,038

141

111,845

下 水 道 料 金 16,478

16,478

 特定環境保全公共下水道

 漁業集落排水

（　単位：千円　）

款　　　項 目 予定額

16,619

節 金　　額 説　　　　　明

１　下水道事業収益

（　収　　入　）

１ 営 業 収 益

一 般 会 計 補 助 金

 排水設備等計画確認手数料、排水設備等工事完成検査手数料等　

４

  　 長 期 前 受 金 戻 入

　

－ 301 －

  　消費税還付金 消費税及び地方消費 1

５ 雑 収 益 1

  　 雑 収 益 1



 期末手当

2,200

 職員退職手当組合負担金

 児童手当

 普通旅費

退職手当組合負担金

１

20

（　支　　出　）

989

４ 15,124総 係 費

業 務 費

備 消 耗 品 費

燃 料 費

（　単位：千円　）

103,542

50

50

通 信 運 搬 費

管 渠 費

印 刷 製 本 費

156 208 扶養手当手 当

100

 ＦＡＸ料金

1,410 勤勉手当 1,100

休日勤務手当 時間外勤務手当 50

30

 職員共済組合負担金等

 水洗化促進報奨金

350

3,394 通勤手当

36

 敷地借地料

336

 電気工作物点検委託料

120

587

 決算書等印刷代

 事務用消耗品代

 浄化センター及びマンホールポンプ等修繕費2,000

989  下水道使用料徴収委託料

 下水道管路清掃委託料 500

7

7,720

50

 浄化センター等運転管理委託料 8,250

 下水汚泥引抜業務委託料 1,510

 警報通報（NTT回線使用）

9,760

 職員２人分

 公用車燃料費

216

賃 借 料

委 託 料 716

 電気料金等5,300

 現場用消耗品代

光 熱 水 費

111,845

説　　　　　明目 予定額款　　　項

１　下水道事業費用

金　　額節

6,445

通 信 運 搬 費

報 償 費

備 消 耗 品 費

旅 費

法 定 福 利 費

委 託 料

給 料

委 託 料

修 繕 費

３

処 理 場 費 11,760２

－ 302 －

１ 営 業 費 用



予 備 費

消費税及び地方消費税

　３ 予 備 費

予 備 費

1,000

企 業 債 利 息

 公用車等修繕費

有 形 固 定 資 産

22,149  機械及び装置減価償却費

 コピー使用料

75

174  公用車任意保険・下水道損害責任保険・火災保険等
 排水設備等融資斡旋事業利子補給

 令和７年度消費税及び地方消費税

3,570  建物減価償却費　

43,505  構築物減価償却費

80  銀行手数料等

140

51

手 数 料

　　地方消費税

５ 減 価 償 却 費

２ 営 業 外 費 用

69,224

１

1,000１

1,000

464  財務会計システム保守委託料 264

 宮城県下水道協会負担金
22

（　支　　出　）

修 繕 費

委 託 料

使 用 料

 消費税支援委託料 200

支 払 利 息

　　

1,500

 日本下水道協会会費

1,500

5,803

5,803

7,303

負 担 金

40

 企業債償還利息 特環5,406 漁集674

保 険 料

2

２ 消 費 税 及 び

－ 303 －

（　単位：千円　）

款　　　項 目 予定額 節 金　　額 説　　　　　明



79,600

131,757

１ 管 渠 整 備 費

（　収　　入　）

30,000１

１ 建 設 改 良 費

１　下水道資本的支出

節

42,955国 庫 補 助 金

　

他会計出資金

 企業債元金償還金

2,823

１ 他会計負担金 2,823

１

 建設改良費分

39,334

 浄化センター機械等更新工事（下水道事業債）

金　　額

（　単位：千円　）

説　　　　　明

２ 出 資 金

一 般 会 計 出 資 金

予定額目

１ 下水道資本的収入

款　　　項

企 業 債

（２）資本的収入及び支出

121,612

１ 企 業 債

１ 49,334

 汚水桝設置工事工 事 請 負 費 1,500

39,334

　　５　 国庫（県）

39,334

一 般 会 計 補 助 金

国 庫 補 助 金

一 般 会 計 負 担 金

目

　　４　他会計負担金

予定額

　　３　他会計補助金

　　　　 補助金

30,000

6,500

6,500

1,500

30,000

6,500

企 業 債

（　支　　出　）

款　　　項

42,955

１ 他会計補助金

１

節

調 査 設 計 費 1,000

 社会資本整備総合交付金（浄化センター機械等更新工事）

金　　額

 企業債元金償還金(減収対策債）

（　単位：千円　）

　

説　　　　　明

 浄化センター機械設備等更新工事設計業務委託料

42,955

2,823

処理施設整備費 78,100

工 事 請 負 費 77,100  浄化センター機械設備等更新工事

２

 減収対策債

52,157

49,334 特環41,365 漁集5,935

　

２ 企業債償還金

建設改良費等の
財源に充てるた
めの企業債

建設改良費等の財源に充て
る た め の 企 業 債

－ 304 －

２ その他の企業債 2,823 　

　その他の企業債 2,823



償還年度
償還予定額

未償還元金残高
元金

233,203

令和１１年度

令和８年度中増減見込額 令和８年度末
現在高見込額企業債見込額 元金償還見込額

南三陸町下水道事業会計  350,204

（　単位：千円　）

41,755 4,359 46,114 191,448

令和１０年度 46,152 5,103 51,255

令和１２年度 36,706 3,699 40,405
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令和９年度 48,695 5,901 54,596 279,355

令和８年度 52,154 5,802 57,956 328,050

30,000 52,154

２　年度別償還予定額

利子 元利合計

下水道事業会計企業債元利償還予定表

１　企業債残高 （　単位：千円　）

328,050

区　　分
令和６年度末

現在高
令和７年度末
現在高見込額

154,742


